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 政府自らが排出する温室効果ガスに係る削減目標を確実に達成するため、議員

立法により、国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に

関する法律案が提出された。 

同法案は、国等の責務として、経済性に留意しつつ価格以外の多様な要素をも

考慮して、こうした契約の推進に努めること等を定めるもので、その対象は、「電

気の供給を受ける契約」等の契約行為そのものとなっている。 

電気の供給については、電気事業者間での公正な競争環境の確保に対する懸念

が指摘されており、入札参加資格の要件についてさらに議論を深める必要があ

る。一方、電気事業者では、温室効果ガス等の排出が少ない電力への需要に対応

するため、発電効率の向上や再生可能エネルギーの導入等が急務となっている。 
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はじめに 

京都議定書1の目標達成が喫緊の課題となる中、国等の事務・事業における温室効果ガス

の排出削減を強化するため、国等に温室効果ガス等の排出削減に配慮した契約を求める新

たな法案が、平成19年 4月 11日、議員立法として国会に提出された。本稿では、同法案

の背景、法案の概要を紹介する。併せて、国等が電気の供給を受ける契約について、主な

論点をとりまとめた。 

 

Ⅰ 政府調達における温暖化対策 

１ 政府の実行計画 

平成17年 4月 28日、京都議定書目標達成計画が閣議決定されたその当日、政府自らの

温暖化対策の取り組みとして、「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制

等のため実行すべき措置について定める計画」（以下「実行計画」という。）の閣議決定がな

された。この実行計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）や、

地球温暖化対策に関する基本方針（平成11年 4月 9日閣議決定）に基づいて、定められたも

のである。実行計画は、計画期間を平成 17～18 年度2とし、具体的な措置の内容を定めた

（表1）。 

 
表 1 実行計画に定められた措置の内容 

1 財やサービスの購入・使用に当たっての配慮 
国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成12年法律第100号）に基づく環境

物品等の調達や、その使用時における温室効果ガスの排出抑制等に配慮しつつ、措置を進める
とした上で、品目別の具体的措置を定める。 

2 建築物の建築、管理等に当たっての配慮 
官公庁施設の建設等に関する法律（昭和26年法律第181号）等の適切な実施を踏まえつつ、

措置を進めるとした上で、いくつかの具体的措置を定める。 
3 その他の事務・事業に当たっての温室効果ガスの排出の抑制等への配慮 

具体的措置として、庁舎におけるエネルギー使用量の抑制、廃棄物の分別・減量、森林の整
備・保全の推進について定める。 

4 職員に対する研修等 
5 モデルとなる霞が関官庁街の形成 
6 関係府省ごとの実施計画の策定 
7 政府の実行計画の推進体制の整備と実施状況の点検 
8 温室効果ガスの総排出量に関する数量的な目標 

政府の事務・事業に伴う温室効果ガスの総排出量について、平成 18 年度までに平成 13 年度
比で7％削減するという数値目標を掲げる。 

（出典）政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置について定める計

画（平成17年4月 28日閣議決定）より作成。 

 

                                                 
1 気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書（平成17年条約第1号） 
2 平成19年 3月 30日、平成19～24年度を計画期間とする新たな実行計画が閣議決定された。新たな実行計画

に定められた措置の内容は、概ね従来のものと同様である（表1に掲げる1～4に関する具体的措置が若干追加

された。）が、数値目標については、平成22～24年度の平均として、平成13年度比で8％削減することとした。 
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２ 電力自由化とその影響 

平成 11 年、電気事業法（昭和 39年法律第 170 号）の改正により、それまで一般電気事業

者（電力 10 社）の独占状態であった電気の小売販売の領域において一部自由化が行われる

こととなった。これは、市場原理を導入し、コスト削減による電気料金の低廉化を目指す

もので、新たに特定規模電気事業者（PPS：Power Producer and Supplier）と呼ばれる電気事

業者の参入が可能となった。政府でも、既に競争入札による電力調達先の選定が実施され

ており、特定規模電気事業者から電力の供給を受ける事例が増えている。 

ところが、特定規模電気事業者が供給する電力は、主に火力発電によるものであるため、

水力発電や原子力発電を持つ一般電気事業者よりも二酸化炭素排出係数（以下「排出係数」

という。）が高い（1キロワット時当たりの二酸化炭素排出量が多い。）傾向がみられる。このた

め、競争入札で特定規模電気事業者が落札した場合、二酸化炭素の排出削減を阻害しかね

ないという懸念が生じた。平成 17 年度の政府による温室効果ガス総排出量は 13 年度比

1.2％減3にとどまっており、今後の削減状況を見守っていく必要がある4。排出量について

は、電気使用に伴う二酸化炭素の排出増による影響が大きく、その2割以上は競争入札に

よる排出係数の悪化によるものとされる5。ここでは参考事例として、東京都の公表資料を

もとに、各電気事業者の排出係数、主な発電設備、電力供給力を紹介する（表2）。 
 

表 2 二酸化炭素排出係数の比較（東京都の例） 
二酸化炭素排出係数 

(kg-CO2/kWh) 電気事業
者の分類 事業者名 

16年度 17年度 
主な発電設備 

17年度 
電力供給力
(百万kWh)

一般 
電気事業者 

東京電力㈱ 0.381 0.372 
水力、火力(地熱含む)、
原子力、風力 

303,144 

㈱エネット 0.394 0.388 
火力(天然ガス、石油) 
 

4,300 

新日本製鐵㈱（注１） 0.427 0.594 
火力(石油コークス等) 、
清掃工場余剰電力 1,755 

ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞﾊﾟﾜｰ㈱ 0.488 0.410 
火力(都市ガス)、工場
等余剰電力 

1,588 

イーレックス㈱ 0.480 0.398 
工場等余剰電力 
 

1,024 

サミットエナジー㈱ 0.564 0.611 
火力(石炭、都市ガス、
木くず) 

933 

㈱ｼﾞｰﾃｨｰｴﾌ研究所（注２）

0.506 0.389 
火力(石油)、清掃工場余
剰電力 

657 

丸紅㈱ 0.485 0.316 
工場等余剰電力、水力 
 

364 

特定規模 
電気事業者 
（PPS） 

新日本石油㈱ 0.476 0.794 
工場等余剰電力、火力
(石油コークス) 

226 

（注１）平成18年 7月 1日より新日鉄エンジニアリング㈱に特定規模電気事業を継承。 
（注２）平成18年 9月 1日よりGTFグリーンパワー㈱に特定規模電気事業を継承。 
（出典）東京都が公表している電気事業者の「エネルギー状況報告書(2005年度)」東京都ウェブサイト<http://www2. 

kankyo.metro.tokyo.jp/sgw/energy/pdf/18/00houkoku.pdf>;「電力調査統計」資源エネルギー庁ウェブサイト
<http://www.enecho.meti.go.jp/info/statistics/index5.htm>に掲載されている「送電端供給力」より作成。 

                                                 
3 地球温暖化対策推進本部幹事会「平成17年度における地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「政府がその事務及び事
業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置について定める計画」の実施状況について」2006.10.環境省ウェ
ブサイト<http://www.env.go.jp/earth/report/h18-04/main.pdf> (2007.4.9現在。インターネット情報については以下同じ。) 
4 18年度目標は13年度比7％減であるが、平成19年3月30日、地球温暖化対策推進本部幹事会で、18年度排出量が
13年度比15.7％減という推計結果が公表され、大幅な進捗が示された。ただし、18年度特有の気象要因(冷夏や暖冬)
による影響や、推計が18年4～12月のデータをもとにした年間の推計値であるため、エネルギー消費が比較的多いとさ
れる冬場のデータが十分反映されていない等の事情も考えられることから、正式な結果とその要因分析が待たれる。 
5 地球温暖化対策推進本部幹事会 前掲注3 
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３ 電力入札と「裾切り方式」の導入 

上記の二酸化炭素排出係数に係る問題への対応策として、入札参加要件に「省CO2化の要

件」を追加し、それを満たさない電気事業者に入札参加資格を与えない｢裾切り方式｣を採

用する動きが、政府や地方公共団体の一部で既に始まっている。経済産業省や環境省が示

している裾切りの要件は、前年度の①排出係数、②未利用エネルギー（工場廃熱等）活用状

況、③新エネルギー（太陽光発電、風力発電、バイオマス発電等）導入状況、がそれぞれ度合

いに応じて配点され、その合計が 100 点満点中 70 点以上であること等である6。①は、前

年度における各社の排出係数に応じて配点される。②は、前年度における供給電力量のう

ち、未利用エネルギーによる発電量が占める割合に応じて配点される。③は、各電気事業

者による新エネルギー利用量7を、その電気事業者の利用目標8で除した比率に応じて配点

される。 

平成 18 年 2 月、｢裾切り方式｣による初の電力入札として、環境省等が入居する中央合

同庁舎第5号館で使用する電気の入札が実施されたが、応札した5社のうち最も排出係数

の高い事業者が落札したため9、排出係数が従来比で約25％増加したという10。この結果に

ついて、環境省の炭谷茂事務次官（当時）は、「排出係数のあまりよくない業者なので（環

境省にとって）大きなハンディキャップ」とし、価格だけでなく環境面で「より厳しい対応

をしなければいけないと思っている」との見解を示した11。また、裾切りの方法には、統

一された基準がなく、各省で異なっているのが実態であり、応札する電気事業者を混乱さ

せているとの指摘もある12。 

 

Ⅱ 環境配慮契約法案 

１ 法案の概要 

前章で示した電力入札の事例のように、競争原理の導入によって購入価格は安いが環境

性能が悪くなるようなケースを放置すると、別の環境対策を強化する必要が生じ、結果と

して長期的にみれば多くの出費となってしまう懸念がある。このため、競争を促しつつ、

環境性能の優れた製品、サービス等を、積極的に活用できるようにする統一されたルール

が必要であるとの認識に基づき、国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契

約の推進に関する法律案（以下「環境配慮契約法案13」という。）が議員立法により今国会に提

出された。 

環境配慮契約法案の目的は、国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約

                                                 
6 「環境・経産が省CO2電力入札へ、手法に異論も」『エネルギーと環境』1875号,2006.1.19,p.10. 
7 電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法（平成14年法律第62号）が規定する「新エネ

ルギー等電気」の利用量をもとに算出したもの。 
8 電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法が規定する「新エネルギー等電気の基準利用量」

を指す。 
9 「政府もエコな買い物を」『朝日新聞』2006.7.9. 
10 「CO2排出係数で電力「品質」論点に・公取は市場歪曲と」『エネルギーと環境』1881号,2006.3.2,p.2. 
11 「庁内使用の電気購入 温暖化配慮より強く、環境省が可能性示唆」『日刊工業新聞』2006.3.29. 
12 「広がる環境配慮型電力入札 CO2削減評価方式 統一基準なく混乱も」『電気新聞』2007.2.14. 
13 「グリーン契約法案」などとも略称される。 
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を推進すること、そのための国等14の責務を明らかにし、基本方針の策定15その他必要な事

項を定め、国等が排出する温室効果ガス等の削減を図り、環境への負荷の少ない持続的発

展が可能な社会を構築することである（第1条）。 

国、独立行政法人等16、地方公共団体及び地方独立行政法人は、その責務として、エネ

ルギーの合理的かつ適切な使用に努めるとともに、経済性に留意しつつ価格以外の多様な

要素をも考慮して、温室効果ガス等の排出削減に配慮した契約の推進に努めなければなら

ない（第3条・第4条）。 

基本方針には、①温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する基本的方

向、②温室効果ガス等の排出の削減に重点的に配慮すべき契約（電気の供給を受ける契約・

使用に伴い温室効果ガス等を排出する物品の購入に係る契約）における温室効果ガス等の排出の

削減に関する基本的事項、③省エネルギー改修事業に係る契約に関する基本的事項、④建

築物に関する契約その他国及び独立行政法人等の契約であって、②③に掲げる契約以外の

ものにおける温室効果ガス等の排出の削減に関する基本的事項、⑤その他温室効果ガス等

の排出の削減に配慮した契約の推進に関する重要事項、が定められる（第5条）。したがっ

て、この法律の対象となる契約は、②から⑤までに掲げられた契約ということになる。ま

た、環境配慮契約法案には、法律施行の5年後に検討を行い、必要があれば見直す規定が

設けられている（附則第2項）。 

国等による環境対策の推進を目的とした法律としては、既に、国等による環境物品等の

調達の推進等に関する法律（平成12年法律第100号。以下「グリーン購入法」という。）がある。

同法は、環境負荷の少ない持続可能な社会を構築し、また、環境物品等（環境負荷の低減に

資する物品・役務）を推進・普及させるために、国等において、環境物品等の調達を推進す

ることと、そのための情報提供を進めていくことを目的としている17。環境物品等とは、

①再生資源その他の環境負荷低減に資する原材料又は部品、②環境負荷低減に資する原材

料又は部品を利用していること、使用に伴い排出される温室効果ガス等による環境負荷が

少ないこと、使用後にその再使用又は再利用がしやすいことにより廃棄物の発生を抑制で

きること等により、環境負荷低減に資する製品、③環境負荷低減に資する製品を用いて提

供される等環境負荷低減に資する役務、をいう18。 

一方、環境配慮契約法案は、温室効果ガス等の排出削減に関係する国等の契約において、

一定の環境性能を満たすかどうかではなく、経済性（例えば、購入価格）と環境性能を総合

評価した上で、最も優れた契約先を決定するものである。例えば、自動車を購入する場合、

グリーン購入法では、ハイブリッド自動車のような環境負荷低減に資する製品であれば、

すべて購入の対象となる。しかし、環境配慮契約法では、ハイブリッド自動車であるとい

うだけでは購入の対象とはならず、個々の車種について経済性と環境性能の総合評価によ

る比較を行い、最も評価の高い車種が選ばれる。また、電気の供給を受ける契約は、グリ

ーン購入法では対象にならないが、環境配慮契約法案では対象となる。 

                                                 
14 地方公共団体及び地方独立行政法人に対しては、努力義務を課している。 
15 基本方針は、環境配慮契約法成立後、閣議決定される。 
16 独立行政法人又は特殊法人のうち、国からの出資の多い法人又は運営経費の主たる財源を国の交付金等から

得ている法人であって、政令で定めるもの。 
17 淡路剛久『環境法辞典』有斐閣,2002,p.88. 
18 ①については、高炉スラグから作ったセメント（高炉セメント）、再生舗装材、再生PET樹脂等が、②につい

ては、古紙再生パルプで作ったコピー用紙、低公害車、リターナブル容器等が、③については、再生紙を用い

た印刷製本、高炉セメントを用いた建築物の建設等が、該当すると考えられる。 
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上記のように、グリーン購入法の対象は、大量生産され、広く一般に流通する物品・サ

ービスである。これに対し、環境配慮契約法案の対象は、契約行為そのものである。参考

として、グリーン購入法の特定調達品目と、環境配慮契約法案が対象とする契約について

示す（表3）。 

表 3 グリーン購入法と環境配慮契約法案の対象 
グリーン購入法 環境配慮契約法案 

紙類、文具類、オフィス家具等、ＯＡ機器、家電
製品、エアコンディショナー等、温水器等、照明、
自動車等、消火器、制服・作業服、インテリア・
寝装寝具、作業手袋、その他繊維製品、設備、公
共工事、役務等の広範な物品・サービス 

電気の供給を受ける契約、使用に伴い温室効果
ガス等を排出する物品の購入に係る契約、省エ
ネルギー改修事業に係る契約、建築物その他に
関する契約、その他温室効果ガス等の排出削減
に配慮した契約 

（備考）グリーン購入法に掲げた品目は、環境物品等の調達の推進に関する基本方針（平成19年 2月 2日一部

変更閣議決定）が定める特定調達品目である。 

 

２ 契約の締結方法 

以下では、環境配慮契約法案で、具体的な類型としてあげられている「電気の供給を受

ける契約」、「使用に伴い温室効果ガス等を排出する物品の購入に係る契約」、「省エネルギ

ー改修事業に係る契約」、「建築物その他に関する契約」の4類型について、具体的にどの

ような契約が考えられるかについて述べてみたい。 

 

（１）電気の供給を受ける契約 

電力入札において二酸化炭素排出量を考慮する方法としては、「裾切り方式」と「総合

評価落札方式」の2つがある。「裾切り方式」は、前述したようにすでに実施事例がある19

が、「総合評価落札方式」の電力入札が実施された例はない。今回、当分の間は「裾切り方

式」で行われることとなったが、以下、「裾切り方式」、「総合評価落札方式」のそれぞれに

ついて説明する。 

「裾切り方式」では、排出係数を入札参加資格として用い、落札者の決定は価格だけで

なされる。図1（左）のC社は入札に参加できず、A社、B社によって通常の価格入札が行

われる。これに対し、「総合評価落札方式」は、電気事業者が提示した価格と排出係数を総

合評価して落札者を決定する点で、「裾切り方式」と異なっている。図 1（右）に示すよう

に、A社～C社のすべてに対し、排出係数と入札価格の総合評価がなされ、それによって落

札者が決定される。 

環境配慮契約法案の検討においては、当初、「総合評価落札方式」が模索されていたよ

うであるが20、見送られることとなった。「総合評価落札方式」については、同法案の附則

で、電気事業者が、温室効果ガスの排出削減等のため、技術開発や電源構成を変更するの

に相当の期間を要すること等を勘案しつつ検討し、必要があれば、その結果に基づいて所

要の措置を講ずるものとされた（附則第3項）。「総合評価落札方式」に対する反対意見とし

ては、二酸化炭素排出量の少ない水力発電や原子力発電の比率が高い一般電気事業者21と、

                                                 
19 地方公共団体では、神奈川県等において「裾切り方式」による電力入札の実施事例がある。 
20 前掲注9 
21 一方で、一般電気事業者は電力の安定供給を確保する観点から発電設備の種類を多様化している面もある。

また、特定規模電気事業者の事故等で供給不足が生じた場合に備え、一般電気事業者が特定規模電気事業者に
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排出係数の高い火力発電が電源の中心となっている一部の一般電気事業者や特定規模電気

事業者との間では公正な競争が確保できないという指摘22や、需要家側の省エネルギー努

力につながらないといった指摘がみられる23。 

 

図 1 「電気の供給を受ける契約」において検討された 2 つの方式（イメージ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ社 

Ｂ社 

Ｃ社 

入札価格

のみで選択

（排出係数の裾切り基準）

(排出係数) (入札価格) 

入札参加資格なし

Ａ社

Ｂ社

Ｃ社

排出係数と
入札価格の 

総合評価で選択

(排出係数) (入札価格)

裾切り方式 総合評価落札方式 

（備考）「裾切り方式」では、上記のように排出係数だけを基準とする方法のほか、新エネルギー導入状況等も

含めた複数の要素による基準とする方法もあり得る（第１章第3節（p.3）を参照）。 

 

（２）使用に伴い温室効果ガス等を排出する物品の購入に係る契約 

この契約により、自動車のように、使用に伴って温室効果ガス等を排出する物品を購入

する際は、購入価格と、その使用に伴い排出される温室効果ガスとを総合評価することに

なる。例えば、燃費の良い自動車は、同じ距離を走るのに必要な燃料の量が少ないため、

その燃料から排出される二酸化炭素も少なくなるという考え方が可能である。この場合、

自動車の購入価格に、その自動車の使用期間中に支払うことが想定される総燃料費を加え

た総費用を算出し、その最も低い車種が選択されるような契約が考えられる。こうした契

約を導入すれば、単に一定の燃費基準を満たしているかどうかではなく、一定の燃費基準

を満たす自動車の間においても競争が行われるようになる。 

 

（３）省エネルギー改修事業に係る契約 

省エネルギーを目的とした庁舎の改修を行うに当たって、一定期間内での光熱費の削減

額が改修等に要した費用を上回ることを保証した上で、その改修に係る設計、施工、維持

保全等を包括的に行う事業をESCO（Energy Service Company）事業という。ESCO事業は、ESCO

事業者が自ら資金を調達し、独自のノウハウを生かして改修を実施し、その後、顧客であ

る国等は光熱費を削減しつつ、契約期間内に改修時の費用（金利を含む。）を返済するとい

う仕組みである。このESCO事業を庁舎で有効活用するため、改修等の費用と改修後の使用

に伴う省エネルギー性能を総合評価して契約先を決定することが考えられる。 

ESCO事業では、長期契約によって大規模な改修が可能となり、省エネルギーの効果や光

                                                                                                                                            
不足分の電気を供給する契約（接続供給約款）が両者の間で交わされている。 
22 「自民地球委員会、CO2配慮電力入札に不公平の強い指摘」『エネルギーと環境』1907号,2006.9.14,p.5; 「環

境配慮契約法案の修正に、電力・PPSと民主党も賛成」『エネルギーと環境』1917号,2006.11.23,pp.3-4. 
23 「環境配慮契約法案 需要家は省エネ努力せず？」『電気新聞』2006.6.15. 
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熱費の節約効果を高めることができる。ところが、財政法（昭和 22 年法律第 34 号）は、国

の債務負担行為を原則5年以内と定めているため、国等が長期契約によって効果的なESCO

事業を導入することは困難であった。(財)省エネルギーセンターの調べでは、国や国の関

連機関におけるESCO事業の発注数は、平成16年度で2件、17年度で3件、18年度で0件

にとどまっているという24。こうしたことを踏まえ、環境配慮契約法案では、長期契約が

可能となるよう、債務負担行為の年限を10年以内と規定している。 

 

（４）建築物その他に関する契約 

建築物の新築に関する契約ついては、庁舎を新築する際に、設計段階で一定以上の省エ

ネルギー性能を確保するため、断熱性や空調管理等を盛り込んだ庁舎設計のプロポーザル

や企画競争を実施し、新築時の費用と使用時の省エネルギー性能を総合評価して契約先を

決定するような契約が考えられる。採用の基準としては、例えば、新築時の費用に長期的

なランニングコスト（光熱費等）を加えた総費用が考えられ、自動車と同様に、省エネルギ

ー建築物の間での競争が行われることが期待される。 

 

Ⅲ 「電気の供給を受ける契約」をめぐる論点 

以下では、「電気の供給を受ける契約」について、公正な競争環境を確保する観点から、

主な論点を以下にとりまとめた。 

 

１ 「裾切り方式」における競争環境の確保 

前述したように、「電気の供給を受ける契約」では「総合評価落札方式」の導入が見送

られ、「裾切り方式」が採用されている。しかし、「裾切り方式」の場合、裾切りの要件が

緩いと排出係数25の高い事業者が入札に参加し、安い価格で落札してしまうことが考えら

れ、二酸化炭素の排出削減効果が薄れてしまう懸念がある。逆に「裾切り方式」の要件を

厳しくすると、相対的に排出係数の高い電気事業者の多くは、入札参加資格が得られなく

なるため、裾切りの要件によっては、入札参加者が極端に限定され、事実上、競争原理が

働きにくくなるおそれがある。公正な競争を確保するため、「裾切り方式」の要件をどのよ

うに設定するのが適切かについては、今後、さらに議論を深めていく必要があろう。 

 

２ 特定規模電気事業者における排出係数の低減 

これまで、特定規模電気事業者は、一般電気事業者に対するコスト面での優位性を生か

して顧客を獲得してきた。しかし、主に火力発電による電力を供給しているため、昨今の

原油高騰の影響を大きく受け、採算面からも、その優位性は揺らいでおり、事業規模の縮

小や撤退に追い込まれた事例もある26。一方、排出係数が高いままでは、前述したように

                                                 
24 「省エネ事業 国や自治体の発注数 伸び悩み」『東京新聞』2006.12.9,夕刊. 
25 排出係数については、特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省令（平成18年経

済産業省・環境省令第3号）が、同省令において定める値（デフォルト値）のほか、排出係数がデフォルト値

より小さい事業者については、国が公表する電気事業者ごとの係数を用いることができると規定している。 
26 「新規電力初の撤退、原油高で採算悪化」『日本経済新聞』2006.8.10;「新規事業者、原油高で苦境に 既存
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「裾切り方式」において不利になる懸念もある。 

こうした状況から、特定規模電気事業者では、発電効率の向上や再生可能エネルギーの

導入等による「グリーン化」を進め、原油依存から脱却し、排出係数を低減することが急

務となっている。「グリーン化」に向けた具体的な動きとしては、例えば、㈱ファーストエ

スコは、小売用電源として運転している4か所の発電施設のうち2か所で、木質チップを

燃料とする木質バイオマス発電を行っている27。サミットエナジー㈱も、木質バイオマス

発電や水力発電による電力を供給している28。GTFグリーンパワー㈱は、高効率なガスター

ビン複合発電を導入している29。また、東京二十三区清掃一部事務組合と東京ガス㈱が出

資する新会社が、平成 22（2010）年度より、特定規模電気事業者として、清掃工場での廃

棄物発電による電力の小売販売を開始するとの報道30もある。 

行政にも、特定規模電気事業者の「グリーン化」を推進しようとする動きがみられる。

資源エネルギー庁では、特定規模電気事業者等がグリーン電力を小売販売するビジネスモ

デルについて検討し、平成 17 年に報告書31をまとめている。東京都では、平成 16 年度か

ら、電力の小売自由化の対象となる都の大規模施設が購入する電気について、5％以上の再

生可能エネルギーを利用する取り組みを始めている32。これは、通常の価格による競争入

札により選定した電気事業者に対し、自主的に 5％の再生可能エネルギー利用に取組んで

もらうよう求めるものである。今後、環境配慮契約法案の「電気の供給を受ける契約」に

おいて、公正な競争の確保と二酸化炭素排出削減とを両立させていくには、特定規模電気

事業者の「グリーン化」をさらに推進する取り組みが不可欠と思われる。 

 

おわりに 

グリーン購入法は、環境配慮製品を購入する取り組みの普及に大きく貢献してきたが、

反面、一定の水準をクリアしさえすればそれでよい、という考え方に陥ってしまうと、環

境負荷のより少ない製品を選ぼうとする意識に必ずしも結びつかない懸念がある33。環境

配慮契約法案は、国等の調達に温室効果ガス等の排出削減を含めた形で競争的要素が導入

されており、グリーン購入法の弱点を補う効果があるかもしれない。一方、平成17年、地

球温暖化対策の推進に関する法律が改正され、大工場を持つ企業に対し、温室効果ガスの

排出量を報告する義務を課す制度が新設されたため、民間需要家においても、排出係数の

低い電力へのニーズは強まるとみられる34。環境配慮契約法の国会における今後の議論と

同法施行後の成果に注目したい。 

                                                                                                                                            
業者に顧客逆戻り」『日本経済新聞』2006.10.28;「電力小売り大幅縮小」『日本経済新聞』2006.11.11. 
27 「ファーストエスコ、関東で電力小売り、自社発電を増設、バイオマス利用」『日経産業新聞』2006.9.4. 
28 「サミットエナジーの事業展開」サミットエナジー㈱ウェブサイト<http://www.summit-energy.co.jp/dounyu/rei.html> 
29 「事業所情報」GTFグリーンパワー㈱ウェブサイト<http://www.gtf-greenpower.co.jp/power.html> 
30 「23区「ごみPPS」事業拡充、東ガス発電所と共同運営実現」『エネルギーと環境』1928号,2007.2.15,pp.4-5. 
31 資源エネルギー庁『グリーンPPS検討会～我が国におけるグリーン電力供給事業の推進に向けて～報告書』

2005.5.経済産業省ウェブサイト<http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g51116a01j.pdf> 
32 東京都環境局『グリーン購入マニュアル(電気) 平成16年度版』2004.9.15.東京都ウェブサイト<http://www2. 

kankyo.metro.tokyo.jp/kikaku/green-guide/denki.pdf> 
33 佐藤博之「グリーン購入の進展と国際的展開」『環境研究』136号,2005,pp.56-57. 
34 「CO2で電力会社選別」『朝日新聞』2007.3.13. 
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